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５．平成14年度から、「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益(又は当期純損失)」及び「潜在株

式調整後１株当たり当期純利益」(以下「１株当たり情報」という)の算定に当たっては、「１株当たり当

期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  また、これら１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５ 経理の状況」中、１「(1) 連結財務諸表」の

「１株当たり情報」に記載しております。 

６．連結自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき算出して

おります。なお、当社は国際統一基準を採用しております。 

７．連結自己資本利益率については、純損失が計上された該当期においては記載しておりません。 

８．合算信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む連結会社毎

の信託財産額(平成14年度からは職務分担型共同受託方式により受託している信託財産を含む)を合算して

おります。なお、連結会社のうち、該当する信託業務を営む会社は平成13年度から平成16年度までは当社

１社、平成17年度は当社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社です。 
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３．第１期中間配当についての取締役会決議は平成17年11月24日に行いました。 

４．第128期の１株当たり当期純損失は、当期純損失から該当期の優先株式配当金総額を控除した金額を、

期中平均発行済普通株式数で除して算出しております。 

５．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、純損失が計上された該当期においては記載しており

ません。 
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なお、ＵＦＪ信託銀行株式会社の主要な経営指標等の推移は次のとおりであります。 

 

回次 第64期 第65期 第66期 第67期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 

経常収益 百万円 263,707 207,396 210,892 192,892
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５．地域の発展に寄与すると共に、環境に配慮した企業活動を通じ、 

  持続可能な社会の実現に貢献する。 

６．グループ社員が専門性を更に高め、 

  その能力を発揮することができる、機会と職場を提供していく。 

 

＜経営ビジョン＞ 

信託業務の新たな発展に貢献し、 

信託銀行として最高のサービスを提供する。 

 

当社グループを含むＭＵＦＧグループでは、グローバルな競争を勝ち抜く「世��ｲ戯qの�砕��裏

な��裡機ｭoの芽珍�懇ｯ�ン4ﾇン4�ﾅ、�� 

�Jﾘｯh,X��fXn粟�,ﾈﾘ(*(��ｺ9�ﾉ|ﾘﾆﾈ｠(.洟貧停ﾈ5H��
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(1) 国内・海外別収支 

信託報酬は、1,023億円となりました。資金運用収支は、国内で1,676億円、海外で146億円となり、

相殺消去を控除した結果、合計では1,806億円となりました。また、役務取引等収支は、国内で

1,285億円、海外で23億円となり、相殺消去を控除した結果、合計では1,326億円となりました。 
 

国内 海外 相殺消去額(△) 合計 
種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)
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(2) 国内・海外別資金運用／調達の状況 

資金運用勘定の平均残高は、国内・海外合計で貸出金及び有価証券を中心に16兆8,390億円となり、

利回りは1.68％となりました。一方、資金調達勘定の平均残高は、国内・海外合計で預金を中心に

16兆9,113億円となり、利回りは0.61％となりました。 
 

① 国内 
 

平均残高 利息 利回り
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平均残高 利息 利回り

種類 期別 
金額(百万円) 金額(百万円) (％) 

三菱信託銀行株式会社 14,501,172 47,482 0.32
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国内 海外 相殺消去額(△) 合計 

種類 期別 
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

三菱信託銀行株式会社 31,200 16,442 ― 47,642
前連結 
会計年度 

ＵＦＪ信託銀行株式会社 2 5,935 ― 5,937特定取引負債 

当連結会計年度 45,975 9,518 ― 55,493

三菱信託銀行株式会社 ― ― ― ―
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負債 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

三菱信託銀行株式会社 ＵＦＪ信託銀行株式会社

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 科目 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)
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３．ROE(単体) 
 

前事業年度 
(％) 

  
三菱信託銀行 
株式会社(A'
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２．告示第15条第１項第４号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものでありま

す。 

 (1) 無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること 

 (2) 一定の場合を除き、償還されないものであること 

 (3) 業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること 

 (4) 利払い義務の延期が認められるものであること 

３．告示第15条第１項第５号及び第６号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時におけ

る償還期間が５年を超えるものに限られております。 

４．告示第17条第１項に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額であります。 

５．平成18年３月31日の「繰延税金資産に相当する額」の該当はありません。なお、「繰延税金資産の算入

上限額」は456,845百万円であります。 
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(資産の査定) 

(参考) 

資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」(平成10年法律第132号)第６条に基

づき、当社の貸借対照表の貸出金、外国為替、その他資産中の未収利息及び仮払金、支払承諾見返の各

勘定に計上されるもの並びに貸借対照表に注記することとされている有価証券の貸付けを行っている場

合のその有価証券(使用貸借又は賃貸借契約ににr

薗憩｠ｩ.ぺﾘｴﾁBﾖﾂ訂
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当社の業務を適切にモニターし、管理するための有効かつ適切な内部統制を構築・維持していく

には、不断の努力が必要です。当社は、子会社・
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(5) 資本の部 

資本の部合計は、前連結会計年度比5,491億円増加して１兆5,753億円となりました。 

資本剰余金は、ＵＦＪ信託銀行株式会社の資本金を引継いだことなどから、前連結会計年度比

3,076億円増加して5,824億円となりました。 

その他有価証券評価差額金は、株価の上昇により、前連結会計年度比2,315億円増加して3,806

億円となりました。 

 

前連結会計年度(億円) 

 三菱信託銀行 
株式会社(A) 

ＵＦＪ信託銀行
株式会社 

当連結会計年度 
(億円) 
(B) 

前連結会計年度
比(億円) 
(B)－(A) 

資本の部合計 10,262 3,463 15,753 5,491

資本金 3,242 2,805 3,242 ―

資本剰余金 2,747 576 5,824 3,076

利益剰余金 2,927 △279 3,020 92

土地再評価差額金 △95 119 △110 △14

その他有価証券評価差額金 1,491 251 3,806 2,315
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
(千株) 
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② 第１期事業年度のその他の取組状況 

・個人情報の保護につきましては、平成17年４月１日付で施行された「個人情報の保護に関す

る法律」への対応として、同法および「金融分野における個人情報保護に関するガイドライ

ン」等に基づき、個人情報管理規則等を制定し、個人情報に係る厳格な管理体制を整備する

とともに、個人情報zX�h

緒法」および「個身諒v･等の保護に訟捺ど諒ｧJ併}�v等に法暹に基づひ即のg畳�"ｵオ�奄ﾉ��

施103,他拭7｠゜��7吹K係にお�%：斗蒸の慊人A@即��のg藷謔ﾈな,t、��ﾇ畔な即のg畳�%<若庫
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前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)  

三菱信託倶�
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前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)  

三菱信託銀行株式会社 ＵＦＪ信託銀行株式会社 

外連結会計年度 
(自 平成76年４月１日 
至 平成87年３月31日) 

(2�)!��価証券の評価基準及
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前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)  

三菱信託銀行株式会社 ＵＦＪ信託銀行株式会社 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (6) 貸倒引当金の計上基準

  当社及び国内連結子会

社の貸倒引当金は、予め

定めている資産の自己査

定基準及び償却・引当基

準に則り、次のとおり計

上しております。 

  破産、特別清算、手形
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追加情報 

 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

三菱信託銀行株式会社 ＵＦＪ信託銀行株式会社 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

  「固定資産の減損に係る会計基

準」(平成14年８月９日 企業会

計審議会)及び企業会計基準適用

指針第６号「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(平成15

年10月31日 企業会計基準委員

会)が平成16年３月31日に終了す

る連結会計年度に係る連結財務諸

表から適用できることになったこ

とに伴い、前連結会計年度から同

会計基準及び同適用指針を適用し

ております。 

 

―――――― 

 

―――――― 

(外形標準課税制度の導入) 
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破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落 

要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落 

正常先 時価が取得原価に比べて50％以上下落 

なお、破綻先とは、破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の

事実が発生している発行会社、実質破綻先とは、実質的に経営破綻に陥っている発行会社であります。

破綻懸念先とは、今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社、要注意先とは、今後の

管理に注意を要する発行会社であります。正常先とは、上記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注

意先以外の発行会社であります。 

４．評価差額のうち、組込デリバティブを一体処理したことにより損益に反映させた額は４百万円(�

事ｴﾉ 
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【海外経常収益】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 三菱信託銀行株式会社 

 

 金額(百万円) 

Ⅰ 海外経常収益 89,752

Ⅱ 連結経常収益 518,982

Ⅲ 海外経常収益の連結経常収益に占める割合(％) 17.2
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【借入金等明細表】 
 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

平均利率(％) 返済期限 
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前事業年度 

(平成17年３月31日) 
  

三菱信託銀行株式会社 ＵＦＪ信託銀行株式会社 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

預金  10,212,521 61.76 2,754,141 53.42 11,889,329 63.62

 当座預金  118,807 59,370  174,237

 普通預金  1,358,899 680,586  2,108,345

 貯蓄預金  0 ―  0
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前事業年度 

(平成17年３月31日) 

三菱信託銀行株式会社 ＵＦＪ信託銀行株式会社 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

三菱信託銀行株式会社 ＵＦＪ信託銀行株式会社 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 当児
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(自 平成q6年４月１日 
至 平成�7年３月31日) 
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